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Ａ．研究目的 

わが国は世界有数の長寿国であるが、平均

寿命と健康寿命（健康上の問題で日常生活が

制限されることなく生活できる期間）との差

は依然として大きく、男性で 9.02 年、女性で

12.40 年もの開きがある 1)。この差は、日常

生活に制限のある「不健康な期間」を示すも

のであり、医療費や介護給付費の多くを消費

する期間であるといえる。したがって、個人

の生活の質の低下抑制や、社会保障負担の軽

減のためには、健康寿命の延伸にむけた支援

が重要である 2)。 

この目標を達成するためには、高齢者への

支援だけでなく、中年者への支援が重要であ

る。中年期に健康を維持し、喫煙や飲酒をは

じめとした不健康な行動を回避することが将

来の健康リスクを低めるとされているため 3)、

この時期の健康行動の実践を促進するアプロ

ーチが不可欠であると考えられる。 

健康寿命は、国民生活基礎調査の健康上の

問題による日常生活の影響の有無に関する回

答を用いて算出されており、日常生活の影響

の具体的な内容として「日常生活動作

（ADL）」「外出」「仕事、家事、学業」「運動」

「その他」が挙げられている 4)。なかでもADL

は日常生活を営む上での基本的な動作である
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ーツ活動の啓発や環境整備、育児支援や高齢者支援の活動に携わる女性の健康保持について

の検討が必要と考えられた。 
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ため 5)、ADL の維持は健康寿命の延伸のうえ

で重要な要素といえる。 

ADL を維持する要因については先行研究

から、高齢者において趣味や運動・スポーツ

などの余暇活動 6-9)、ボランティアや地域行事

などの社会活動 10,11)の実施が有効である可能

性が示唆されている。また、これらの活動の

実施の際の他者の存在が ADL の維持に寄与

するとの報告もみられる 12,13)。 

しかし、中年者の ADL に対する余暇活動

や社会活動の効果を検討した研究はほとんど

見当たらず、またこれらの活動時の他者の存

在の影響についても検討されていない。 

これまで我々は、中高年者縦断調査の全国

データを用いて余暇活動・社会活動が中年者

の精神健康に及ぼす影響を検討し、他者と一

緒の余暇活動が 5 年後の精神健康の保持に有

効であることを明らかにした 14)。本研究では、

同じデータを用いて、余暇活動・社会活動が

中年者の ADL に及ぼす影響を、活動時の他

者の存在を考慮して検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

1．調査対象 

厚生労働省の中高年者縦断調査のうち、第

1 回（平成 17 年、調査時点で 50～59 歳）の

回答者からADLの回答に欠損のある者、ADL

が不良の者を除いた 29,181 名のうち、第 6 回

（平成 23 年、調査時点で 55～64 歳）の調査

に回答した 22,770 名を調査対象とした。 

 

2．分析項目 

1) 属性（年齢、性）、2) 社会経済要因（同

居の有無（配偶者、子、父、母、義父、義母）、

仕事の有無、本人の月収、介護の有無）、3) 保

健行動（喫煙、飲酒）、4) 慢性疾患（糖尿病、

心臓病、脳卒中、高血圧、高脂血症、がん）、

5) 精神健康、6) ADL の制限、7) 余暇活動・

社会活動を用いた。 

ADL の制限については、「あなたは以下に

あげたような日常生活活動の際、困難に感じ

ることはありますか」の問いに対して「ある」

「ない」で回答を求めている（日常生活活動

の具体例：「歩く」「ベッドや床から起き上が

る」「いすに座ったり立ち上がったりする」

「衣服を着たり脱いだりする」「手や顔を洗

う」「食事をする」「排せつ」「入浴をする」

「階段の上り下り」「買い物したものの持ち

運び」）。本研究では、「ある」と回答した者を

「日常生活動作制限あり」、「ない」と回答し

た者を「日常生活動作制限なし」とした。 

余暇活動は「趣味・教養」、「運動・スポー

ツ」の 2 項目、社会活動は「地域行事」、「子

育て支援・教養・文化」、「高齢者支援」、「そ

の他の社会参加活動」の 4 項目でそれぞれ構

成されている。各項目について、この 1 年間

の実施の有無についての回答から「実施」「非

実施」に群別した。 

また活動方法については、「一人で」、「家

族や友人と（同僚などを除く）」、「勤め先の同

僚と（元同僚を含む）」、「町内会・自治会」、

「NPO・公益法人などの団体）」の 5 項目が

設定され、あてはまるものすべてに回答する

よう求めている。本研究では 5 項目の回答を

もとに、「一人で実施」（「一人で」のみに回

答あり）、「他者と実施」（「一人で」を除く項

目に回答あり）、「いずれもあり」（「一人で」

かつ他項目にも回答あり）に 3 群化した。 

健康行動のうち、飲酒については 7 件法の

回答を、「飲酒あり」（毎日、週 5~6 日、週 3~4

日、週 1~2 日、月に 1~3 日）と「飲酒なし」

（ほとんど飲まない、飲まない）に群別した。

喫煙については 3 件法に対する回答を、「喫煙

あり」（吸っている）と「喫煙なし」（以前は

吸っていたがやめた、これまで吸ったことが

ない）に群別した。 

精神健康は K6 尺度日本語版 15,16)（6 項目 5

件法）で測定されており、得点が高いほど精
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神健康が不良であることを示す。本対象者に

おけるクロンバックの α係数は 0.87であった。

本研究では、我が国の地域住民における気分

障害・不安障害のスクリーニングの最適カッ

トオフポイントとされる 5 点 17,18)を基準に、

「精神健康良好（5 点未満）」「精神健康不良

（5 点以上）」に群別した。 

 

3．分析方法 

分析にあたり、欠損値は多重代入法により

代入した。そしてベースラインの余暇活動・

社会活動と 5 年後の ADL の制限との関連に

ついて、以下の手順で性別に分析した。 

まず、第 1 回調査時の余暇活動・社会活動

と、第 6回調査時のADLの制限との関連を、

多重ロジスティック回帰分析により検討した。

モデル 1 では、余暇活動 2 項目と社会活動 4

項目をそのまま説明変数とし、モデル 2 では、

社会活動 4 項目（地域行事、子育て支援・教

養・文化、高齢者支援、その他の社会参加活

動）を一括して「社会活動」とした。 

次に、上記の分析で ADL の維持に効果を

認めた第 1 回調査時の活動をとりあげ、その

活動方法と第 6 回調査時の ADL の制限との

関連を多重ロジスティック回帰分析により検

討した。 

いずれの分析も、第 1 回調査時の属性、社

会経済要因、保健行動、慢性疾患を調整して

行った。また説明変数間に多重共線性がない

ことを確認した。統計的有意水準は 5%とし、

統計パッケージは IBM SPSS 23.0 を用いた。 

（倫理面の配慮） 

本研究で使用するデータは、統計法第 33

条にもとづき中高年者縦断調査の二次利用申

請により得られた匿名データであり、倫理面

での問題はない。 

 

Ｃ．研究結果 

1. 分析対象者の ADL の制限および余暇活

動・社会活動の状況 

分析対象者における各変数の状況を表 1 に

示す。第 6 回調査時の ADL に制限のある者

の割合は、女性の方が男性よりも有意に高か

った。また、第 1 回調査時の余暇活動・社会

活動の実施割合についてみると、「趣味・教

養」、「子育て支援・教養・文化」、「高齢者支

援」、「その他の社会参加活動」は女性の方が

男性よりも有意に高く、「運動・スポーツ」

「地域行事」は男性の方が女性よりも有意に

高かった。 

 

2. 5 年後の ADL の制限に関連する余暇活動・

社会活動 

余暇活動・社会活動と 5 年後の ADL の制

限との関連を表 2 に示す。まず男性をみると、

モデル 1 では「運動・スポーツ」（OR 0.70, 

95%CI 0.58-0.84, p<0.001）のみが ADL の制限

と有意な負の関連を認めた。モデル 2 でも同

様に、「運動・スポーツ」（OR 0.75, 95%CI 

0.62-0.89, p<0.01）のみが ADL の制限と有意

な負の関連を認めた。 

女性をみると、モデル 1 では「趣味・教養」

（OR 0.80, 95%CI 0.69-0.94, p<0.01）および

「運動・スポーツ」（OR 0.79, 95%CI 0.68-0.92, 

p<0.01）が ADL の制限と有意な負の関連を認

めた。一方で、「子育て支援・教養・文化」（OR 

1.61, 95%CI 1.21-2.13, p<0.001）および「高齢

者支援」（OR 1.32, 95%CI 1.01-1.74, p<0.05）

は ADL の制限と有意な正の関連を認めた。

モデル 2 では、「趣味・教養」（OR 0.84, 95%CI 

0.72-0.98, p<0.05）および「運動・スポーツ」

（OR 0.86, 95%CI 0.75-1.00, p<0.05）が ADL

の制限と有意な負の関連を認め、「社会活動」

（OR 1.17, 95%CI 1.02-1.35, p<0.05）は有意な

正の関連を認めた。 

 

3. 5年後のADLの制限に関連する余暇活動の

活動方法 
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上記分析において 5 年後の ADL の制限と

有意な負の関連を認めた「趣味・教養」（女性）、

と「運動・スポーツ」（男女）をとりあげ、そ

れぞれの活動方法を説明変数として 5 年後の

ADL の制限との関連を分析した（表 3）。そ

の結果、「趣味・教養」「運動・スポーツ」い

ずれにおいても「他者と実施」が ADL の制

限と有意な負の関連を認めた（「趣味・教養」

（女性：OR 0.68, 95%CI 0.53-0.86, p<0.01）、

「運動・スポーツ」（男性：OR 0.80, 95%CI 

0.66-0.97, p<0.05、女性：OR 0.74, 95%CI 

0.57-0.95, p<0.05）。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、中高年者縦断調査データを用

いて、中年者の余暇活動・社会活動が日常生

活動作に及ぼす影響を性別に検討した。その

結果、男女とも運動・スポーツ、女性はさら

に趣味・教養の活動を、他者と一緒に行うこ

とが 5 年後の日常生活動作の保持に有効であ

ることが明らかとなった。 

本知見は、運動・スポーツの中高年期の

ADL 保持効果に関する先行知見 19-22)を支持

したものといえる。一方で、趣味・教養につ

いては、高齢者で ADL 保持効果が報告され

ているが 6,7)、中年者では女性のみに有効であ

る可能性を示した。 

さらに本知見の重要な点は、運動・スポー

ツ、趣味・教養のいずれも「他者と実施」す

る場合のみ、日常生活動作の保持に有効であ

ったという点である。中年者を対象とした 34

年間の追跡研究 23)から、社会的関係を積極的

に保持した者はそうでない者よりも ADL 制

限のリスクが低いことが報告されており、本

知見もこれに類似している。 

我々はすでに中高年者縦断調査データを用

いて、運動・スポーツを他者と一緒に行うこ

とが精神健康の保持に有効であることを報告

しており 14)、本知見と合わせて、中年者の心

身両面の健康保持の上で、運動・スポーツが

有効であることが明らかとなった。 

したがって、中年者の心身の健康保持の上

で、地域や職場での他者と一緒の運動・スポ

ーツの啓発や、それを支援するプログラム開

発や環境整備の取り組みを一層推進する必要

がある。また、現在の身体活動基準 24)では心

身の健康保持に有効な運動の強度と量を提示

しているが、運動時の他者の有無については

言及していない。本研究知見や、他者と運動・

スポーツを行っている高齢者はそうでない者

より要介護リスクが低い 12)等の知見をふま

え、「人と一緒に」の視点を盛り込むことが重

要と考えられる。 

一方で、地域行事や子育て支援、高齢者支

援といった社会活動については、5 年後の日

常生活動作の保持効果を認めなかった。高齢

者に関してはこれまでに社会活動の ADL 保

持効果が報告されており 10)、加齢に伴い生き

がい感が低下する中で 25)、ボランティア活動

などの社会的役割を持つことが心身の健康保

持に有効と考えられる。しかし、本研究の対

象はベースライン時に 50~59 歳の中年者で、

男性の 95.3%、女性の 71.0%が就労者である。

よって、社会的役割を持つ中年期においては、

社会活動は日常生活動作の保持に寄与しない

可能性が考えられた。 

むしろ逆に、子育て支援・教養・文化や高

齢者支援の活動を行っている女性においては、

5 年後の日常生活動作制限のリスクが高いこ

とを認めた。介護や育児をしている女性には

腰痛をはじめとした筋骨格系の痛みを持つ者

が多く 26-28)、痛みは ADL の制限を引き起こ

す原因となる 29)。また中年期女性は、閉経に

伴うエストロゲンの急激な減少によって骨量

や筋量が減少し 30)、骨粗しょう症やサルコペ

ニアのリスクも高まる 31)。これらのことから

も、中年期女性における育児や高齢者支援活

動は、日常生活動作制限のリスクとなる可能
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性が考えられ、こうした活動に携わる中年期

女性への健康支援を考慮する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

本研究では 50 代の中年者を対象に、余暇活

動・社会活動が 5 年後の日常生活動作に及ぼ

す影響を検討した。その結果、男女ともに運

動・スポーツ、女性では加えて趣味・教養活

動を、他者と一緒に実施することが日常生活

動作の保持に有効であることが示された。一

方、女性における育児や高齢者支援等の活動

は、日常生活動作制限のリスクとなる可能性

が示された。よって、健康寿命の延伸にむけ

た中年期対策として、地域や職場における人

と一緒の運動・スポーツ活動の啓発や環境整

備、育児や高齢者支援の活動に係る女性の健

康支援の取り組みについて検討が必要である。 
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表1 分析対象者における各変数の状況

p
属性

年齢 54.71 (0.03) 54.67 (0.03) 0.281a

社会経済要因
同居

配偶者 9619 (87.2) 9903 (84.3) <0.001b

子 6970 (63.2) 7217 (61.5) 0.007b

父 1224 (11.1) 386 (3.3) <0.001b

母 2686 (24.4) 968 (8.2) <0.001b

義父 268 (2.4) 763 (6.5) <0.001b

義母 615 (5.6) 1914 (16.3) <0.001b

仕事あり 10510 (95.3) 8337 (71.0) <0.001b

本人の月収（万円） 48.35 (0.65) 16.58 (0.32) <0.001a

介護あり 662 (6.0) 1204 (10.3) <0.001b

健康行動

喫煙あり 5156 (46.7) 1301 (11.8) <0.001b

飲酒あり 8241 (74.7) 3605 (32.7) <0.001b

慢性疾患

糖尿病 927 (8.4) 475 (4.0) <0.001b

心臓病 342 (3.1) 163 (1.4) <0.001b

脳卒中 118 (1.1) 71 (0.6) <0.001b

高血圧 2070 (18.8) 1764 (15.0) <0.001b

高脂血症 1017 (9.2) 1018 (8.7) 0.145b

がん 119 (1.1) 199 (1.7) <0.001b

精神健康不良 2529 (22.9) 2940 (25.0) <0.001b

余暇活動・社会活動

趣味・教養 6593 (59.8) 7830 (66.7) <0.001b

運動・スポーツ 5460 (49.5) 5482 (46.7) <0.001b

地域行事 3655 (33.1) 3730 (31.8) 0.027b

子育て支援・教養・文化 990 (9.0) 1218 (10.4) <0.001b

高齢者支援 921 (8.4) 1344 (11.4) <0.001b

その他の社会参加活動 1448 (13.1) 1688 (14.4) 0.006b

日常生活動作制限あり（第6回調査時） 652 (5.9) 984 (8.4) <0.001b

a 対応のないt検定
b カイ二乗検定

男性 (n = 11029) 女性 (n = 11741)
Mean (SE) n (%) Mean (SE) n (%)
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AOR 95% CI p AOR 95% CI p
男性

趣味・教養 実施（Ref.非実施） 0.91 0.76-1.09 0.315 0.95 0.80-1.13 0.561
運動・スポーツ 実施（Ref.非実施） 0.70 0.58-0.84 <0.001 0.75 0.62-0.89 0.001
地域行事 実施（Ref.非実施） 1.02 0.83-1.24 0.875
子育て支援・教養・文化 実施（Ref.非実施） 1.33 0.88-2.01 0.172
高齢者支援 実施（Ref.非実施） 1.13 0.74-1.72 0.566
その他の社会参加活動 実施（Ref.非実施） 1.19 0.84-1.69 0.315

社会活動b 実施（Ref.非実施） 1.11 0.93-1.33 0.246

女性
趣味・教養 実施（Ref.非実施） 0.80 0.69-0.94 0.005 0.84 0.72-0.98 0.023
運動・スポーツ 実施（Ref.非実施） 0.79 0.68-0.92 0.002 0.86 0.75-1.00 0.050
地域行事 実施（Ref.非実施） 0.98 0.82-1.16 0.807
子育て支援・教養・文化 実施（Ref.非実施） 1.61 1.21-2.13 <0.001
高齢者支援 実施（Ref.非実施） 1.32 1.01-1.74 0.045
その他の社会参加活動 実施（Ref.非実施） 0.99 0.67-1.46 0.967

社会活動b 実施（Ref.非実施） 1.17 1.02-1.35 0.029

b 地域行事、子育て支援・教養・文化、高齢者支援、その他の社会活動を一つにまとめたもの

表2 余暇活動・社会活動と5年後の日常生活動作との関連

Model 1a Model 2a

a 第1回調査時の属性、社会経済要因、健康行動、慢性疾患、精神健康を統制

AOR: Adjusted odds ratio; CI: Confidence interval  
 
 
 

n AORa 95% CI p n AORa 95% CI p

趣味・教養（Ref. 非実施） 一人で実施 1560 0.78 0.60-1.02 0.069
他者と実施 5884 0.80 0.66-0.97 0.022
いずれもあり 386 1.17 0.69-1.99 0.554

運動・スポーツ（Ref.非実施） 一人で実施 1725 0.81 0.63-1.03 0.086 1788 0.90 0.73-1.09 0.281
他者と実施 3387 0.68 0.53-0.86 0.002 3316 0.74 0.57-0.95 0.022
いずれもあり 348 0.79 0.23-2.74 0.705 377 1.15 0.48-2.74 0.752

表3 余暇活動の活動方法と5年後の日常生活動作との関連
男性 女性

a 第1回調査時の属性、社会経済要因、健康行動、慢性疾患、精神健康を統制
AOR: Adjusted odds ratio, CI: confidence interval  


